
 

 



はじめに

AI（Artificial Intelligence：人工知能）自体

は，決して新しいものではないが，SF の世界

のものとしてではなくて，現実世界のものとし

て，その認知が，世間一般に広まったのは，

2016 年にAI が囲碁のチャンピオンを破ったと

のニュースが世界を駆け巡ったとき以降であろ

う。とは言え，当時は，あくまでも専門的な分

野での「快挙」であって，一般の人々にとっ

て，AI は未だ身近な存在ではなかった。

しかしながら，一昨年，いわゆる生成 AI が

登場して，インターネット経由で，誰でも，比

較的簡単な指示（プロンプトと呼ばれる）で，

一見する限り，人間が作成したものと区別する

のが難しいような品質の画像や文章などを生成

できるようになり，俄然注目が集まるように

なった。

科学分野やビジネス分野での様々な応用が模

索され，明るい「未来」が語られる一方で，

AI がもたらす，暗い「未来」への懸念も示さ
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れるようになった。一見もっともらしく生成さ

れ文章に潜む誤情報（いわゆるハルシネーショ

ン）の問題，フェイク写真や動画などが容易に

作成・流布されることが社会（とりわけ選挙な

どの政治制度）にもたらす影響，人間の評価を

AI に委ねることの危険性，そして AI が人間

の役割や働く場を置き換え・奪うことへの懸

念，など様々な指摘がなされている。

そういった懸念や指摘に応える形で，G7 で

は「広島AI プロセス包括的政策枠組み」が策

定され1)，EU では AI Act の立法化作業が進

み2)，米国では大統領令による対応が進んでい

る3)。我が国でも，AI 事業者ガイドラインの

策定などのいわゆるソフトロー的な対応が政府

をあげて進められてきたが4)，先日の報道で

は，与党自民党から，AI基本法の制定が提言

されている5)。

本稿で取り上げる著作権問題も，早くから，

広く関心を集め，盛んに議論されてきたものの

一つであり，現在も著作権法を所管する文化庁

の審議会において，検討が重ねられている最中

である（本稿執筆時点では，「AI と著作権に関

する考え方（素案）」（以下，「素案」）がパブ

リックコメントにかけられている6)）。

著作権に関する問題点は大きく 3つに整理で

きる。第 1 は，AI を訓練するための機械学習

に関する問題である。第 2 は，AI が生成した

表現が，既存の著作物に類似している場合の問

題である。第 3 は，AI が生成した表現それ自

体が，著作物として保護されるかどうかの問題

である。以下では，この 3つの問題について，

主に日本でどのような議論がなされているかを

解説していきたい7)。

Ⅰ 機械学習と著作権

1．機械学習の特性

AI の特徴は，まともに機能させるためには，

訓練が必要な点にある。そして，AI を訓練す

るための手法は，人間の学習に擬えて，機械学
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習と呼ばれる。

生成 AI の場合，機械学習の対象（以下，学

習対象）となる素材は，生成する表現と同種の

ものとなる。例えば，Midjourneyなどの画像

生成AI の場合は，主としてインターネット上

のイラストや写真，絵画などの多種多様な画像

を多数，機械学習することになる。また，Chat-

GPT のような文章生成 AI の場合は，イン

ターネット上の様々な文章を大量に機械学習し

ている。

機械学習のためには，インターネット上の画

像や文章をダウンロードして，保存（複製）す

る必要がある。また，機械学習に適した形に整

形や加工する場合もある。さらに，それらを

AI に入力すること自体，AI を構成するコン

ピュータのメモリーやハードディスクへの複製

となる。つまり，機械学習の過程で，複製など

が必然的に生じる。

学習対象となっている画像や文章の多くは著

作物であるから，複製などするためには，権利

者の許諾を得なければならない。現に，機械学

習をするのであれば許諾を得るべきだと主張し

ている権利者は少なくない。しかしながら，現

状のAI は大量の素材を機械学習する必要があ

り，個別に許諾を得ることは現実的ではない。

また，許諾のあるなしで機械学習の可否が異な

ると，学習対象素材が大きく偏ることになり，

不十分な学習となってしまう。

この点を，いかにバランスするのかが問題と

なる。

2．権利制限規定の整備

平成 30 年に著作権法が改正され，一定の場

合に，機械学習のための複製などについて，著

作権を制限する（つまり，著作権者の許諾を不

要とする）権利制限規定が整備された8)。具体

的には，機械学習（条文上は情報解析9)）目的

のためだけに複製などすることを認める 30条の

4と，機械学習と結果提供の目的に複製などす

ることを認める 47条の 5の 2つの規定である。

これらの規定の整備に当たっては，著作物の

本来的な用途とは何かについての検討が行われ

た。その結果，著作物の本来的な用途は，利用

者がその表現を知覚することを通じて，その内

容を理解したり・鑑賞したりすること，つま

り，享受することであり，著作権は享受目的の

利用に関する対価回収を権利者に保障する権利

であるとの整理がなされた。そして，このよう

な整理に基づくと，享受を目的としない利用

は，著作物の本来的な用途ではなく，それにつ

いて著作権が及ばないとしても，権利者の利益

は害されないことになる。

（1）30条の 4

機械学習において，①学習対象著作物は AI

によって処理されるだけであり，通常，その表

現は人間に知覚されず，その場合は（表現の知

覚を前提とする）享受も生じないし，②仮に，

機械学習の過程で，人間が学習対象著作物を知

覚する場面があったとしても，通常それは，機

械学習用に整形するなどの作業のために過ぎ

ず，内容を理解したり・鑑賞したりするため，

つまり享受目的ではない。よって，前記①と②

のいずれの場合も，機械学習に伴う複製など

は，学習対象著作物の享受を目的とするもので

はないので，権利を制限することが正当化され

る。このような理解のもと，機械学習目的のた

めだけに複製などすることを認める 30条の 4

が整備された。

例えば，問診結果や検査結果などを入力する

と，「自覚症状は……であり，血液検査の結果
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が……であることを踏まえると，この患者の病

名は……である可能性が 80％以上です」とい

うような具合に，病名を診断するAI の開発場

面を考えてほしい。このAI を開発するために

は，著作物である医学論文を大量にかつ偏りな

く機械学習させる必要がある。逆に言えば，医

学論文は，機械学習すなわち非享受目的のみに

しか利用されない。よって，機械学習に伴う医

学論文の複製などには，権利制限規定（30条

の 4）が適用される。

（2）47条の 5

では，病名を表示するだけでなく，あわせて

「診断の根拠は，○○医師の○○○論文であり，

その中の特に『……』という記述を参照しまし

た」などと，根拠となる論文中の 1節（数行程

度）を抜粋表示するようなAI を開発する場合

はどうだろうか。この場合，30 条の 4は適用

されない。なぜなら，同条は，機械学習目的

（非享受目的）のためだけに複製などすること

を許す規定であるところ，このAI では，機械

学習目的だけでなく，抜粋表示する目的──抜

粋表示された部分は人間が知覚しその内容を理

解することになるから享受目的──のために

も，医学論文の複製などが行われるからであ

る。

このように，機械学習目的と享受目的が同時

併存する場合に適用される余地があるのは，47

条の 5となる。ただし，学習対象著作物の全部

または大部分を享受させることができてしまう

と，権利者の利益が大きく害されてしまうの

で，47条の 5によって，権利者の許諾なく享

受目的で利用できるのは，機械学習などの情報

解析の結果提供に付随し，かつ，軽微な範囲に

限られる。この点，先のAI による診断根拠の

抜粋表示は，病名診断という情報解析結果の提

供に付随したものであるし，数行程度であれば

軽微と言えるだろう。

3．生成AI の場合

以上を前提に，生成AI の場合を考えてみよ

う。

例えば，画像を生成するAI を開発するため

に，インターネット上の画像を機械学習させる

とする。機械学習だけを目的としているのな

ら，非享受目的だけであるが，画像生成 AI

は，画像を生成する目的も有している。そこで

ポイントは，画像の生成が学習対象著作物の享

受目的となるか否かとなる。もし，①これが

Yesなら，非享受目的と享受目的が併存するこ

とになるから，47 条の 5 の問題となるし，②

No なら，非享受目的だけなので 30 条の 4 の

問題となる。

まず，学習した画像そのものを再現する目的

がある場合は，前記①となり，47 条の 5 の問

題になるが，その場合は，通常，軽微性を満た

さないだろうから同条の適用はない。結果，そ

のような目的が併存する機械学習に伴う複製な

どは，権利者の許諾を得なければ行えない。

次に，学習対象画像とは似ても似つかないよ

うな画像を出力する目的の場合はどうか。この

場合は，前記②となり，30条の 4が適用され，

権利者の許諾なく学習が行える。

最後に，学習対象画像そのものではないが，

類似する画像を出力する目的の場合はどうか。

この場合は，似ているのが，③アイデア（画風

など）なのか，それとも，④表現（具体的な絵

柄）なのかで，答えは変わってくる。著作権法

には，表現は保護してもアイデアは保護しない

という原理原則（アイデア・表現二分論）があ

る。とすると，学習対象画像とアイデアレベル
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で類似する画像の出力を目的とする場合は，似

ても似つかない画像の出力を目的とする場合

（前記②）と同様に考え，表現が類似する画像

の出力を目的とする場合は，学習画像そのもの

を再現する場合（前記①）と同様に考えればよ

いことになる。

4．但書（権利制限の適用除外）

ここまでは，著作権法の専門家の間で概ね共

通理解がある。また，現状の「素案」の記載と

も基本的に整合する。見解が分かれているのは

ここからとなる10)。それは，前記③の場合（学

習対象著作物とアイデアレベルで類似する表現

を生成する目的の場合）に，30条の 4の適用

除外を定める同条の但書に該当するか否かとい

う点である。

実は，30 条の 4 には，利用される著作物の

種類や用途，利用の態様に照らして，権利者の

利益を不当に害することとなる場合は，同条の

適用を除外するとの但書が存在する。そのた

め，仮に但書に該当すると，権利は制限されな

いことになり，学習に際して権利者の許諾が必

要になる。

但書該当肯定説は，前記③の場合，アイデア

レベルで似たものが出力され，市場に流通する

ことで，学習対象著作物の売上げが落ち，権利

者の利益が損なわれると主張する。一方，否定

説は，著作権法がアイデアを保護しない以上，

アイデアレベルで似たものの市場投入は，正当

な市場競争であり，その結果，仮に権利者の売

上げが減少して害が生じても，「不当」とは言

えないと主張する。

著作権法の原理原則を踏まえた，否定説の方

に分があるように思うが，これは飽くまでも私

見である。実務的には，議論が分かれていると

ころである以上，AI を開発する事業者は，自

身が行う機械学習に但書に該当する余地がある

のか否かについて，専門家の意見を聞いて慎重

に判断する必要があろう。

5．海外の状況

ここでは，EU と米国の状況について，簡単

に触れておきたい。

まず，EUではデジタル単一市場指令（2019/

790）において，Text Data Mining（ TDM：

日本で言う情報解析に相当）のための複製など

について，著作権を制限する規定が整備され

た。指令 3条は，非営利の研究機関などが学術

研究目的で行う TDMについて定め，4 条は，

前記研究機関など以外の者（営利企業も含む）

が行う TDMについて定めている。両者の最大

の違いは，4 条の場合，権利者が権利の制限を

拒否できる（オプト・アウトと呼ばれることも

ある）点である。

米国については，日本や EUのように，情報

解析に明示的に言及した権利制限規定は現在の

ところ存在しない。ただ，米国著作権法には，

フェア・ユース規定（米国著作権法 107条）が

あり，個別の利用態様毎に，著作権法が定める

考慮要素（利用の目的，著作物の種類，利用さ

れる部分の量と重要性，市場への影響）などを

総合的に検討し判例にも照らして，裁判所が

フェアな利用と判断した場合は著作権を制限す

る仕組みが用意されている。機械学習について

もフェア・ユースと判断される余地はあるが，

現時点では，未だ判例は存在しない。現在，既

に複数の訴訟で争われており，その帰趨が注目

される。
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Ⅱ 表現生成と著作権

1．侵害要件としての依拠

AI が生成した画像や文章などの表現（以下，

AI 生成表現）が，既存の著作物と類似してい

た場合，AI を操作して表現を生成した者（以

下，操作者）は，著作権侵害の責任を負うだろ

うか。

この問題を考えるためには，まず，著作権侵

害が成立するための基本的要件について知る必

要がある。世間一般では，既存の著作物と似た

表現が後に作成された場合，それだけで著作権

侵害になると思われているかもしれない。しか

しながら，実際には，単に似ているだけで著作

権侵害になるわけではない。少なくとも，後発

の表現が既存の著作物に依拠したものであるこ

とが求められる。逆に言えば，似ていても，依

拠がなければ著作権侵害にはならない。

では，依拠とは何か。この問いに一般的な形

で答えるのは難しいため，ここでの説明に必要

な範囲で単純化して答えたい。すなわち，依拠

とは，後発の表現の作成に際して既存の著作物

を「もと」にすることである。例えば，既存の

著作物を意図して真似する場合は，作成された

表現は明らかに既存の著作物を「もと」にして

いるので依拠が認められる。次に，新たに作る

文書の一部に，自分が過去に書いた文章を切り

貼りして利用していたところ，間違えて，他人

の文章の一部も切り貼りして利用してしまった

場合は，どうだろうか。この場合，意図的では

ないが，新たに作った文書中の一部分が，他人

の文章（=既存の著作物）を「もと」にしたも

のであることは確実なので，やはり依拠が認め

られる。

一方で，後発の表現者が，真実，見たことも

聞いたこともない既存の著作物と似た表現を作

成したとしても，それは「もと」にしたことに

はならないから，依拠は認められず，結果，ど

れだけ似ていても著作権侵害にはならない11)

（なお，このように，既存の著作物を「もと」

にせず，偶々それと似た表現を作成すること

を，著作権法学では，独自創作と呼ぶ）。

実は，ここまでは，学界で，異論はほとんど

ない。議論があるのは，後発の表現者が，過去

に，既存の著作物を見たり聞いたりしたもの

の，真実，そのことを忘れて，後に，それと似

た表現を作成した場合に依拠があると考えるか

どうかである。この問題は，著作権法学の世界

では「無意識の依拠」とも呼ばれている。後発

者の視点から見て「もと」にしたとは言えない

（=依拠なし）と考えるのか，それとも，既存

の著作物の権利者の視点から見て「もと」にし

ている（=依拠あり）と考えるのか。両論存在

する。

なお，1点補足すると，依拠があったか否か

は，表現作成者の主張「似せようと意図してい

ました」「見たことも聞いたこともありません」

「すっかり忘れていました」などだけで判断す

るのではない。もちろんそれらも考慮される

が，その他の客観的・外形的な諸事情もあわせ

考慮されて，合理的に考えれば，依拠があった

といえるかどうか，という基準で判断される。

例えば，既存の著作物と後発の表現とが一言一

句，微に入り細に渡り，全く一緒だった場合，

合理的に考えれば，依拠ありと推認されるだろ

う。もっとも，全くの偶然でそうなることも万

に一つなくはないだろうが，その点を後発の表

現者が証明できないと，依拠ありとの結論に至

ることになる。
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2．2段の依拠

以上は，AI 生成表現についても当てはまる。

AI 生成表現が，既存の著作物と類似していた

場合であっても，依拠がなければ著作権侵害に

はならない。

ところで，これまでは，表現を作成する人間

について依拠を考えれば十分であったが，AI

で表現を生成する場合は，表現の生成には，

AI とそれを操作する人間の両方が関与するた

め，依拠についても，AI による依拠と操作者

による依拠を考える必要がある。そして，この

2つの依拠については，まず，操作者による依

拠を検討した上で，次に，AI による依拠を検

討する，2段階のアプローチが望ましい。

3．操作者による依拠

操作者による依拠については，生成AI 登場

以前と同様に考えればよい。例えば，後発の表

現者が，以前に見たことのある既存イラストに

意図的に似せて絵筆で絵を描く場合と，操作者

が，以前に見たことのある既存イラストに意図

的に似せてAI を用いて画像を生成する場合と

は，別段差はなく，どちらも既存のイラストを

「もと」にしており，依拠が認められる。よっ

て，AI を使って既存著作物に類似する表現を

意図的に生成することは，その手法を問わず

──家庭内で個人的に行うような場合を除

き12)──控えるべきであろう。

操作者による依拠を，AI による依拠に先

立って判断するメリットは，従来通りに考えて

よいところにある。次に見るように，AI によ

る依拠を検討する上では，学習対象著作物に何

が含まれているかや，学習と生成の仕組みはど

うなっているかなど，これまで経験のない，や

やこしい問題に取り組まないといけない。しか

し，操作者による依拠の場合は，従来の知見が

活用できるのである。そして，操作者による依

拠が認められれば，AI による依拠が認められ

なくても，（操作者に関する）著作権侵害の成

立要件としては十分である。

4．AI による依拠

先に述べたように，依拠は 2段で論じる必要

がある。そのため，操作者による依拠が否定さ

れても，それで著作権侵害が否定されることに

はならない。その場合は，さらに，AI による

依拠が否定されて初めて，著作権侵害が否定さ

れる。

具体的に問題となるのは，AI 生成表現と類

似した既存著作物を，操作者は見たことも聞い

たこともないが，AI は学習していた（=学習

対象著作物に前記類似既存著作物が含まれてい

た）場合をどう考えるかである。

考え方は 2つあって，まず，学習している以

上，依拠はあると考える，いわば全面的肯定説

がある。全面的肯定説によると，操作者が，見

たことも聞いたこともなく，ましてやAI が学

習したことも（操作者が）知らない既存著作物

と，AI 生成表現が類似していた場合も全て，
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著作権侵害になる。もっとも，通常，操作者に

故意や過失はないと思われるので，損害賠償金

は支払わなくてすむ可能性が高いが，利用を差

し止められる可能性，および，許諾料相当額を

支払うこと13) を求められる可能性はある。

次に，部分的肯定説とでも呼ぶべき考え方が

ある。この考え方は，AI が学習した「もの」

を問題とする。もし，AI が，既存著作物の具

体的な表現（具体的な文章表現，小説の詳細な

プロットや作風，画像の具体的な絵柄など）を

学習して保持していて，それが生成された表現

中に出力されたのだとすると，その場合は，依

拠が肯定される。一方で，AI は，既存著作物

のアイデア（文章の内容，小説の大まかな粗

筋，画像の画風など）を学習して保持している

だけで，そのアイデアに基づいて表現を生成し

たと言える場合は，依拠が否定される。この部

分的肯定説は，先述のアイデア・表現二分論を

踏まえ，表現への依拠は問題であるがアイデア

への依拠は問題ではないと考えられることに由

来するものである。もっとも，AI がアイデア

を学習しただけであることを証明する責任は，

操作者や開発者にあり，証明できない場合は，

表現を学習したものとして扱われるだろう。

現状，全面的肯定説の方が有力であるが，判

決の蓄積を待たないと，いずれが正しいかは分

からない。ただ，いずれにしても，AI による

依拠については，操作者として，事前に対処す

ることが難しいため，開発者が，学習対象著作

物と類似度の高い表現の生成を防止するような

技術的な措置を導入することが望まれよう。

5．開発者の責任

ここまでは，AI 生成表現が，既存の著作物

に類似している場合に，操作者が著作権侵害責

任を負うか否かについて検討してきた。では，

開発者が著作権侵害責任を負うのはどのような

場合だろうか。

この点，個別の事例ごとに変わってくるの

で，一般化して述べるのは難しいが，通常は少

なくとも，AI による依拠が認められることが

前提となってこよう。その上で，既存著作物に

類似するAI 生成表現の生成に，開発者がどの

程度関与したかによって，判断されることにな

ると思われる。

Ⅲ AI 生成表現の著作物性14)

1．日本での考え方

冒頭にも触れたように，現在既に，AI 生成

表現か，それとも人間が創作したものかは，一

見するだけで区別がつきづらくなっている。で

は，そのようなAI 生成表現は，人間が創作し

たものと同様に著作権による保護を受けるのだ

ろうか。

著作権が保護するのは，著作物である。著作

権法は，著作物を「思想又は感情を創作的に表

現したものであつて，文芸，学術，美術又は音

楽の範囲に属するもの」と定義する（2条 1項

1号）。AI 生成表現も，この定義に当てはまれ

ば著作物として保護される。

ここで，先の定義は，①思想または感情の表

現であること，②表現が創作的であること，③

表現が文芸・学術・美術・音楽の範囲に属する

こと，の 3つに分解することができる。AI が

人間の関与なく自律的に生成した表現について

は，第①要件と第②要件を満足しないと理解す

るのが一般的である。なぜなら，第①要件にい

う「思想または感情」とは，人間の精神作用の

成果を指すと考えられているところ，AI が自
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律的に生成した場合はそれに欠けるからであ

る。また，第②要件にいう「創作的」とは，人

格の発露としての個性が発揮されていることを

意味するところ，AI には人格がないため，個

性の発揮の余地がなく，「創作的」と言えない

からである。

もっとも，以上は飽くまでも，AI が人間の

関与なく自律的に表現を生成した場合の話しで

ある。そうではなくて，人間がAI を道具とし

て利用して表現を作成した場合は，絵筆やワー

プロを道具として利用して表現を作成する場合

と同様に，人間の精神作用の成果（第①要件）

と人格の発露としての個性（第②要件）を表現

に盛り込む余地があり，現にそれが認められる

場合は，著作物に該当することになる。

では，AI が自律的に表現を生成したのか，

それとも，人間がAI を道具として表現を作成

したのかは，どのように区別すればよいのだろ

うか。この点，著作権法学においては，表現の

創作に人間が一定程度以上関与している場合，

後者となると考えられており，そのような関与

を創作的寄与と呼んでいる。

ここまでの基本的な考え方は，平成 5年にコ

ンピュータ生成表現の著作物性について，文化

庁の審議会が示した報告書15) がベースとなっ

ており，学界では通説的に理解されている。

もっとも，まだ判例もないため，具体的にど

の程度の関与が必要かまでははっきりしない。

ただ，少なくなくとも，画像や文章を生成する

ために，簡単なプロンプトを入力しただけの場

合は，創作的寄与があるといえないのは明らか

である。一方で，長大かつ複雑なプロンプト

で，画像や文章の具体的な表現を事細かに指示

し，出力結果を踏まえて何度もプロンプトを修

正することを繰り返し，多数の出力から意に適

うものを選択して，場合によっては手描きで加

筆修正を加える，という具合に，具体的な表現

の生成過程の全体とその結果を強く統御してい

ると言える場合は，明らかに創作的寄与ありと

言えるだろう。

実際には，両者の中間，多分，具体的な表現

の生成過程と結果を一定程度統御していれば，

創作的寄与が認められ，人間がAI を道具そし

て表現を作成したと捉えられるものと思われる

（この考え方は，「素案」とも整合的である）。

なお，いずれにしても，操作者が，AI 生成

表現について，将来，著作物であると主張する

ことを考えているのであれば（認められるかど

うかは別として），生成過程を詳しく記録に残

しておくことは，大前提となろう。

2．海外の状況

ここでは，米国と中国の事例を簡単に紹介し

たい。

実は，両国とも，基本的な考え方は日本と大

きく異ならない。すなわち，AI 生成表現が著

作物として認められるためには，少なくとも，

人間がAI を道具として利用して表現を作成し

たと評価できることが必要であり，AI が自律

的に生成した表現は著作物と認められない，と

いう考え方は共通している。例えば，米国に

は，AI が自律的に生成した絵画について，裁

判所が著作物とはならないとした判決16) が既

に存在する。

両国の違いは，人間がAI を道具として利用

して表現を作成したと評価するために，求める

人間の関与の程度である。この点，一言で言え

ば，米国は強い関与を求め，中国は──少なく

とも，最近話題になった事件の判決17) は──

弱い関与でも良いとする。例えば，画像生成AI
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に，具体的に詳しく表現を指示したとまでは言

えない程度のプロンプトを入力して，何度か出

力した中から求める画像を選択したという点で

共通するケースについて，米国著作権局は著作

物性を認めず18)，中国の裁判所（北京インター

ネット裁判所）は著作物性を認めている19)。

もっとも，以上は，数少ない事例を踏まえた

現時点までの傾向でしかない。今後もこの傾向

が維持されるのか，それとも変化するのか，注

目が必要だろう。

おわりに

本稿が出版される頃までには，文化庁の審議

会における「素案」に関する議論も，一応確定

していることだろう。かなり法律的な文章に

なっているので読みにくいと思うが，関心のあ

る方は，本稿を入門編として，是非，そちらも

参照してほしい。

とは言え，この問題，最終的には裁判所が決

めることである。しかしながら，現時点では日

本には関連する裁判例はなく，諸外国でも数え

るほどである。しかも，AI関連技術は日進月

歩どころか，秒進分歩の世界であり（例えば，

先日，OpenAI 社から，簡単なプロンプトで，

自然なショートムービーを作成する「Sora」

システムの開発成功が発表された20)），状況は

どんどん変化しつつある。

その意味では，AI と著作権の問題に，最終

解決が訪れることはなく，それを待って行動を

起こすというのはナンセンスであろう。権利

者・開発者・利用者，皆，それぞれにリスクを

抱えた状態ではあるが，国内外の立法・司法・

行政の動向，技術の状況をにらみつつ，もしか

したら時代を変えるかもしれない新技術である

AI から受ける利益をいかに最大化するか，そ

してリスクを最小化するか，それぞれの立場で

模索することが求められている。
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